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我が国における個別的労使紛争処理制度の現状
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４８）道幸哲也「解決 A，解決 B－北海道地労委における個別あっせん」Business Labor Trend
２００４年３月号４３頁及び「特集個別労使紛争」月刊労委労協２００３年８月号２２頁以下参照
４９）毛塚・前掲注４０）論文３頁は，「労働委員会は，今回の労度審判制度が就業規則等の集
団的労働条件変更問題に対応できるかは未知数であることを踏まえ，集団的規制紛争の解
決機関として法的整備をはかることを考えてもよいであろう」と述べる
５０）先見労務管理２００４年５月１０日号６頁以下参照
５１）なお，不当労働行為の審査促進・制度の実効性に関しては，千々岩力「大韓民国労働委
員会の制度と機能－不当労働行為事件の審査を中心に－」月刊労委労協２００４年３月号９
頁が興味深い
５２）鴨田哲郎「労基署は頼りになるか？」労働判例８６６号（２００４）２頁
５３）浜村・前掲注３２）論文１３頁は，「労働相談員が労働相談の延長として簡易あっせんを行
うことを制度化すべき」という。拙稿『労使紛争処理制度の概要』（２００１，愛媛労働局労働
基準部）７３頁も同旨
５４）坂本・前掲注１８）論文４０頁
５５）高木・前掲注４３）論文２０頁
５６）坂本・前掲注１８）論文４２頁は，「『個別労使紛争関係機関連絡協議会』のようなものを
都道府県単位で定期開催することも有意義であろう。」と述べる
（本稿は，平成１５年度松山大学特別研究助成の成果の一部である。）
我が国における個別的労使紛争処理制度の現状 １３１
